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はじめに
　現代生活の中心は都市であり，都市とは居住
空間であると同時に産業や政治，経済，文化と
いった様々な社会的要素が集積した巨大なシス
テムである。そこでは多くの利益が対立してお
り，バランスが崩れることによって都市問題が
引き起こされる。そのため，法制度や経済的・
技術的裏付けを整えることで適切な都市運営を
図っているのである。経済の発展は同時に都市
の発展でもある。しかし人口や産業の集積によ
り経済活動が活発になると，人々の生活が圧迫
され，居住空間としての役割に支障が生じる場
合がある。経済発展は人々の生活を量的・物質
的に豊かで快適なものにする一方で，質的・精
神的な充実を後退させてしまう。過密による衛
生問題や住宅不足，経済合理性の追求による公
害問題といった深刻なものから，騒音や日照な
ど日常生活に直結するものまで，都市問題とは
政策的姿勢が特定の価値を優先させたことに
よって生じるひずみなのである。
　その中で景観という価値は比較的新しく，物
質的要求がある程度満たされてから取り上げら
れるようになった問題である。日本では昭和
年代に公害問題が注目されたことで，都市開発
のあり方が議論になった。高度経済成長の中，
開発に対して歴史的建造物や自然環境を保全す
べきとの意識が高まり，開発と保全の調整とい
う課題が提示された。古都保存法や自然環境保
全法が成立したのもこの時期である。景観につ
いてはまた，都市計画法に基づく風致地区や伝
統的建造物群保存地区といった地域地区制度，
地方自治体の自主的な条例など，個別的な対応
が各地でとられてきた。そうした従来の取り組
みを踏まえて平成年に成立したのが景観法で
あり，はじめての総合的な法律となった。
　景観という価値は生活の質を向上させ，より
豊かな環境を形成するための重要な要素であ
る。特に近年，日照権や眺望権を理由に周辺住
民が高層マンション等の差止請求を起こすケー
スが増えているが，それは統一性のある街並み
を守るという，良好な景観を維持することへの
要求なのである。しかし価値観が多様化した現
代では，どの価値をどの程度保護するかという
判断は容易ではない。景観を守るには開発を抑
制し，都市空間を公共的な観点に基づき形成す
る必要があるが，一方でそれは個人の自由な土
地利用を制限することにもつながる。公的利益


　＊早稲田大学大学院社会科学研究科　博士後期課程２年
ソシオサイエンス　　年３月
論　文
　
イギリスにおける都市景観保護の法的考察
　
南　部　あゆみ＊

と私的権利，対立する２つの要請をいかに調和
させるかが課題となる。
　イギリスは早くから都市計画システムが確立
した国であるが，都市景観についても都市計画
法の枠内で取り扱われてきた。開発許可制度に
よる一般的規制のほか，登録建築物制度や保全
地区制度，屋外広告物規制，またロンドンにお
ける戦略的眺望の保全制度などがあり，具体的
な計画については地方当局が担っている。しか
しそれらの制度は初めから出来上がっていたわ
けではなく，社会的必要から生まれ，状況の変
化に合わせて発展してきたものである。規制を
かけるということは何らかの権利の行使を制限
することであり，当然ながら新しい制度を導入
する際には反対が起こった。導入されてからも
常に修正が繰り返されている。本論文では登録
建築物制度と保全地区制度を中心に，制度化す
るに至った経緯とその背景，そして修正により
変化を重ねる過程をたどっていく。
１．登録建築物制度の成立
１－１．古記念物保護の制度化
　イギリスにおいて個々の建築物を保護する活
動は歴史が古く，それ自体は新しいものではな
い。だがその取り組みが公的な法システムと
なったのは世紀末以降であり，私的な保護団
体等の活動の積み重ねを経てのことであった。
　年，芸術家であり社会主義者であるウィ
リアム・モリスは古建築物保護協会（
	
	


）を設立
し，自ら会長となった［		

］。
協会は古い歴史的建造物の維持や修繕を目的と
するもので，技術的なアドバイスの提供，放置
された古建築物に関するレポート作成，建築家
や技術者の回復など様々な機能を担った。
協会はまた多くの大聖堂や教会など歴史的な
建築物の修復において，その歴史的な特徴を
失ってしまうような修復方法が採られているこ
とに抗議し，アンタイ・スクレイプ（反修復運
動）を展開した［ネイラー］。修復
すべき建築物にすでに何度も人の手が加えられ
ている場合，１つの建築物の中に複数の時代の
様式が混在している状態となる。それまでの修
復では，ある時代の様式を重視し他のものを除
去することで，理想的な様式に統一する方法を
採ることが一般的であった。こうしたやり方に
反対したのがジョン・ラスキンであり，修復工
事自体を全面的に否定し，その後の運動の基礎
を築いた。ラスキンは修復家が恣意的に手を加
えることは建築物の破壊であると非難し，修復
ではなく保存を主張した。つまり保存に必要な
最低限の作業しか行なわず，様々な時代の修復
の跡を全てそのまま残すという考え方である。
建築物の価値を，様式の変化という時代の過程
の中に見出したのである。
　こうしたラスキンの思想を受け継いだのがモ
リスであり，モリスは問題のある修復工事に対
し，次々と抗議運動を展開していった。これは
初期の建築物保護の方法であるが，しかしそう
した活動の対象は特別な記念碑（）
的なものであり，芸術的・考古学的な観点によ
るものであった［ラスキン，モリスについては，
鈴木	
　藤田］。
　一方，議会で行動を起こしたのがジョン・ラ
ボックである。メイドストン議会の自由党議員
であり，また古建築物保護協会の初期からの会
員でもあるラボックは，年に下院に対して
国家的記念物保護法案（	

イギリスにおける都市景観保護の法的考察
	
）を提出した。この法案は国の
財産である記念物を国家の手で保護することを
目的としている。法案では，目録に登録された
建築物の所有者が対象物に損害を与える（取壊
しや改築など）場合には，公共事業委員会
（	
	）∏に通知し同意を得
なければならないとされた。委員会の同意が得
られない場合，所有者は対象建築物の買取を請
求することになる。さらに建築物の調査，修繕
や保護にかかる費用を政府が負担するとした。
しかしこうした内容について，私有財産への不
公平で不当な介入であるという反対意見が続出
し，法案は却下された［		
］。
　ラボックはその後も５回に渡って法案を提出
し続けた。年に行なわれた討論の場でラ
ボックは，この法案は誰の私有財産を侵すもの
でもなくアースワーク的な遺跡を対象としてい
ることを強調したが，やはり私有財産の面での
反対が強く，自ら古記念物を所有する議員から
は古記念物を相続する市民の精神や進取の気性
を侮辱するものであるとの主張もなされた。加
えて買収や保護にかかる費用の面から，大蔵省
が法案の潜在的支出に難色を示し，法案成立は
実現しなかった［	
	　大橋
］。しかし年に自由党に政権
が移ると，首相であるグラッドストンの賛成も
あり，年，法案はようやく成立に至った。
古記念物保護法（	
	
）はイギリスで建築物の保護・保存を
定めた最初の法律である。
　年法は古記念物の保護を目的とする。古
記念物とは，法に定めた目録（）に登
録された建築物および公共事業委員会が後見人
となることに同意した建築物のことをいう。ま
たその建築物の保護やアクセスに必要な隣接す
る土地も含まれた。しかし居住者のいる住居や
教会関係に利用されている建築物は除外され
た。これは私有財産に考慮してのことで，結果
として登録された古記念物は所有者のいない前
史時代の構造物（先史遺跡），たとえば支石墓，
ストーンサークル，古墳，柱状碑などに限られ
たπ。
　目録に登録された建築物について委員会はい
くつかの権限を有するが，反対意見に妥協を重
ねたため，法案段階と比べるとかなり弱いもの
になっていた。委員会に与えられたのは，古記
念物を贈与・遺贈として受領したり，所有者の
同意のもと買収したり，所有権は移転しないま
ま後見人として保護を引き受ける権限のみと
なった。その際買収や保護にかかる費用につい
ては，大蔵省の承認を必要とする。またそれ以
外の規定では，委員会に任命された検査官が古
記念物の状態について報告することや，後見状
態にあるものに危害を加えた場合に罰則を科す
ことなどが記された［年法については，
	
	　			
　バーク
］。
　年法はその後，年，年，
年，年にそれぞれ修正が加えられた。
年古記念物保護法では，公共事業委員会に加え
てカウンティ議会にも古記念物を保護する権限
が与えられた。その権限によって，議会は登録
された古記念物の保護や維持を行なったり，運
営にかかる費用を負担することになった。また
国民には，委員会や議会が所有する古記念物に
アクセスする権利が与えられた。
　何をもって古記念物とするかについては，
年法は年法よりも範囲が広がり，「建


築的または歴史的に重要な，構造物，建築物，
記念物」となった。しかし人が居住する建築物
については依然として認められず，現住建築物
が目録に加えられるには年の都市農村計画
法まで待たなければならなかった［年法に
ついては，	
	　			
］。
続いて次の年法では，年法で定義され
た古記念物について，委員会への贈与を認めた
年法の規定が適用された。
　年に設立された王立委員会∫は，現代の
文化や文明，人々の生活状況に関係する，また
その実例となる目録を作成することを目的とし
たものである。最初のレポートで委員会は二種
類の目録を作成した。１つは登録する価値のあ
る全ての古記念物を，もう１つは保護すべき古
記念物を選出したものである。委員会の活動は
目録作成のみであり，実際の保護は助言機関の
助言を受けた政府が行なった［	
	
　	

	］。
　年法は年，年，年の修正を
まとめた統合修正法である（	

	

）。こ
の法律の下で古記念物委員会（	

	
）が設置され，王立委員会が避け
ていた公共事業委員会への助言という機能を担
うことになった。古記念物委員会は検査官と公
共事業委員会で構成され，古記念物所有者への
新しい強制力が規定された。従来通りに，公共
事業委員会とカウンティ議会は古記念物を所有
したり後見することができ，また保護の費用を
負担する。それに加えて年法では保存命令
（	
	）という新しい制度が導入
され，特に危険な状態にある古記念物について
規定された。これにより登録された古記念物の
所有者は委員会に対して，取壊しや変更を行な
う場合には通知をし，委員会が保存命令を出す
機会を提供しなければならなくなった。
　年法はまた，公共事業委員会の義務につ
いても定めている。委員会は国家的に重要で保
護すべき建築物，および国家的とはいえないが
公共的利益を有しており登録すべき建築物だと
古記念物委員会が報告した古記念物について，
目録を作成しなければならない。それまで権利
だった目録作成が義務化したことが，この法律
の大きな特徴である。
　目録に登録される古記念物の基準についても
さらに広がり，単に古記念物だけではなく，歴
史的・建築的・伝統的・芸術的・考古学的に国
民の利益になると公共事業委員会が判断した建
築物も対象となった。しかし居住者のいる住宅
については議会でも反対が強く，実現しなかっ
た［年法については，	
	　
			
　	


］。
　年までに約件の古記念物が目録に登
録され，そのうち件あまりが公共事業委員
会によって所有・保護された。年法では
年法を強化し，国会の承認なしに保存命令
を出せるようになった。さらに古記念物やその
隣接物を保護するための保護スキームの作成が
規定された［以上，古記念物保護法の流れにつ
いては，大橋	］。
　世紀末から世紀初頭にかけての建築物保
護制度は古記念物についての規制が中心である
が，結果としてこうした制度の発達が都市農村
計画法の登録建築物制度につながったといえ
る。建築物保護の誕生期であるこの時期の動き
について，以下の３点を指摘することができ
る。まず，制度化に際しては私有財産の観点か
イギリスにおける都市景観保護の法的考察
ら強い反対があり，法案が成立するまでに長い
時間がかかったことである。議員の中には対象
となる古記念物を所有する者も多く，強固な抵
抗が続いた。それゆえ最初の目録では非常に範
囲が狭く国家的な遺跡のみに限られ，また政府
の強制力も大幅に削られた。
　次に，保護団体等が目指していたのは景観や
都市計画といったものではなく，建築的・芸術
的・考古学的な観点による保護活動であったと
いう点である。国家レベルの作品を政府が主導
して保護するという方針である。そして最後
に，そうした限定的な保護であった制度が，修
正が加えられる度に目録の対象範囲を広げ，ま
た公共事業委員会の権限や強制力を強め，制度
として成熟していったことが挙げられる。
　しかし一連の法律が実際にどれほど機能した
のかといえば，大きな歯止めにはならなかった
というのが現状である。そもそも目録に登録さ
れなければ保護対象とならず，登録されたとし
ても個別の建築物の保護であって，それ以上の
目的が示されたわけではない。また依然として
私有財産権も大きな壁であった。そのためこの
時期に，多くの歴史的な建築物が破壊されたの
もまた事実なのである。
１－２．都市農村計画法の中での制度
　産業革命による飛躍的な産業の発展により，
その担い手として地方から多くの人口が都市に
流入した。社会的・経済的・環境的な変化は都
市化を押し進めたが，しかし人々の生活空間の
整備が整わないまま人口流動が急速に起こった
ため，都市は過密という問題を抱えることに
なった。十分な水や食料を確保できず，また下
水道システムが整っていないことから住環境は
極めて不衛生であった。結果として伝染病の流
行ª（衛生問題）や住宅密集によるスラム化（住
宅問題）など，市民の健康を脅かすほどの深刻
な事態に至ったのである［	
］。
経済の発展は賃労働者の労働力を土台としてい
る。こうした状況に対する労働者階級の不満が
高まったこと，また産業の底盤を支える労働者
層が健全に機能することは都市全体にとっても
不可欠であることから，都市空間を計画的に建
設することが政治上急務となった。
　年に住宅・都市計画等法（	
	
）が成立し，それまで
個別対応してきた問題ºを都市計画の中に位置
づける，全体的な手法がはじめて導入された。
郊外に広がる民間開発を抑制するため，地方自
治体に都市計画スキームを策定する権限が与え
られ，特定の区域の新しい開発を一定水準に収
めることが図られた。このスキームは地方政府
委員会（	
	
）によって認
可され，公的な効力を取得する。しかし対象と
なるのは開発が進行中の土地か開発の見込みの
ある土地のみであったため，事後的な規制しか
行なうことができなかった。古記念物に関する
項目では，遺跡や他の考古学的価値のあるもの
が存在する土地については，この法律の目的の
ために取得することができないとされている。
また地方政府委員会が定める一般規定には，歴
史的価値のあるものおよび自然美の保全が含ま
れており，開発方針の具体的内容となっている
［年法については，カリングワース
　アシュワース	　渡辺
　	
		］。
　年の都市農村計画法（	

	
）ではスキーム策定の権限が拡


大された。古記念物では「建築的・歴史的に特
に価値を有する建築物」が考慮事項となった。
また年法では認められなかった未建築の土
地，さらに居住者のいる住居の取壊しについて
も，はじめて保護対象に含められた。この時期
は都市内部の過密と郊外スプロールがさらに進
み，郊外の住宅建設が盛んに行なわれていた。
そのためより広範な地域でのスキーム策定が求
められたのである。
　しかし年法には３つの致命的な欠陥が
あった［	
	
］。まず建築物保存
命令によって損害を被った所有者への補償であ
る。この補償システムが大きな負担となり，地
方当局が保存命令を出す権限を行使することを
ためらう結果となった。２点目は，建築的・歴
史的に特に価値を有する建築物と言及されてい
るにも関わらず，具体的にそうした建築物を見
分けて登録する方法が規定されていないことで
ある。そのため地方当局や大臣はスキームや保
存命令を作成する際に，独自に判断しなければ
ならなかった。３点目は貴族院の委員会での議
論における妥協から生じた，曖昧な基準であ
る。建築物保存命令に対する反対は下院でも起
こっていたが，貴族院ではその修正として建築
物の取壊しと変更を区別し，取壊しのみを規制
する案が提出された。結果としてこの案が採用
され，法案は下院に差し戻された。こうして建
築物保存命令は部分的に認められ，比較的重要
でない部分については譲歩されることになっ
た。そのため，取壊しと変更の区別の点で判断
に疑問が残ったのである。年法はまだ制度
としては不十分なものであった。
　年から年までの第二次世界大戦によ
り，イギリスでは広範囲に渡って都市が破壊さ
れた。戦後の復興は国全体の大きな課題であ
り，また同時に復興という開発の波からいかに
歴史的建造物を守るかという点にも配慮する必
要があった。戦後の都市形成の構想については
すでに戦時中から検討されており，バーロー報
告，スコット報告，アスワット報告という戦時
中に提出された３つのレポートが戦後計画の土
台となっている。アスワット報告は補償と開発
利益についてのレポートであるが，都市農村計
画を国家の下に位置づけ，また開発利益や補償
についても国家の管理下にあるべきとした。そ
して国家的な土地利用を進めるために土地評価
という現実的な問題の処理を試みたのである。
こうした考え方は，国が土地利用を担当し開発
権や開発利益をコントロールすべきという戦後
の原則に大きな影響を与えた。
　それまでの都市計画に関する法律は開発を抑
制する機能が中心であったが，スキーム策定は
義務ではなく，また策定されても実行性に乏し
かった。戦後は都市を作るという姿勢とともに
計画の実行性も求められたのである。年発
行のホワイトペーパー（	

）では，正しい土地利用が政府の戦後復興
の最も重要な要求であるとして，「土地に関す
る様々な要求をしっかりと調和すべきであり，
そのためにこの国の人々にとって個人の福祉と
国家の繁栄の最適な方法を確保することが最も
重要である」と述べられている。都市計画に関
する法律はそれまで保健衛生省が担当していた
が，新しく建設事業省に移され，その後計画事
業省となった。さらに年には都市農村計画
省（	
		）
となり，独立して都市計画に当たったのであ
る。
イギリスにおける都市景観保護の法的考察
　戦後都市計画システムの基本となったのが，
年の都市農村計画法である。それまでの個
別的な施策が都市計画という大きな枠内に収め
られ，歴史的建造物の保護についても同様とさ
れた。年都市農村計画法は登録建築物制度
（	
）の初期段階である。都市農村
計画大臣に対し，建築的・歴史的に特に価値の
ある建築物のリストを作成する権限が与えら
れ，このリストが地方当局の手本となった。保
存命令では建築物の取壊しに加えて，変更や拡
張も禁止対象となり強化された。
　年法は戦前の事後規制から事前規制へ
と，大きな転換が図られた法律である。それま
での都市計画スキームに代わり開発許可制度を
導入し，地方計画当局に開発計画（
）の策定権限が与えられた。土地の利
用や開発は，地方計画当局に申請し許可を受け
ることが義務付けられ，申請が許可されると開
発負担金を支払いはじめて開発を実施すること
ができる。一方で許可が下りなかった場合には
開発できず，またそのことによる不利益の補償
は一切なされなかった。つまり，私人の開発権
が国家に移転したのである［カリングワース
	　大澤］。
　年法で大臣に与えられたリスト作成の権
限は，年法に引き継がれた。登録された建
築物の取壊しや変更を行なう者は，地方計画当
局に２ヶ月前に通知しなければならず，それを
受けて当局は建築物保存命令の作成を検討す
る。保存命令が出され大臣が承認すれば，取壊
しや変更を行なうことはできなくなる。保存命
令に反した場合には法的な罰則が科せられた。
建築物所有者はリストに登録されたことに対す
る申立てはできず，登録されたことによる不利
益の補償も認められなかった。年法の規定
はその後，都市農村計画法の流れの中では
年法・年法へと続いていく。
　都市農村計画法による歴史的建造物の保護
は，古記念物の保存制度とは別個のものであ
る。都市計画当局がリストを作成する一方で，
それまでの古記念物の目録も依然として続いて
おり，それぞれ異なる担当官庁での政策となっ
ている。年には歴史的建造物および古記念
物法（	


）が成立し，古記念物と歴史的建造
物の両方が取り扱われた。古記念物に関しては
年法の規定を修正した暫定保存通知と暫定
保存命令が置かれた。歴史的建造物については
３つの歴史的建造物協議会（	

）が設立され，古記念物委員会が公共
事業委員会に助言したように，国務大臣への助
言機関とされた。だが記念物の定義に建築物が
含まれるようになった一方で，スキームにおい
ては古記念物と歴史的建造物は明らかに区別さ
れたままであった［			
	］。
　都市農村計画法は開発規制を中心とする法律
であり，歴史的建造物の保護は重視されている
とはいえない。しかしそれでも，歴史的建造物
という概念があえて盛り込まれたのは，それま
での古記念物保護の流れがあったからである。
その流れを汲み手法を継承するとともに，戦後
復興の要請から都市計画の枠内に組み込まれた
のが，歴史的建造物の規定だといえる。古記念
物の段階では，個別の建築物それ自体の価値を
守るシステムであった。しかし都市計画に移る
と個別の価値だけではなく，都市の一部として
の意味合いが意識されるようになる。つまり都
市環境を守る上での歴史的建造物の役割とい


う，全体とのつながりの観点が生まれたのであ
る。
２．保全地区制度：点から面へ
２－１．～年代の動き
　年代後半から年代前半にかけて，戦
後復興が一段落したこともあり，環境やアメニ
ティという価値に人々の関心が向けられるよう
になった。政府は公共住宅やインフラ設備を整
備し，福祉の増進に努めた。経済成長にとも
なって人口が増加し，失業率が低下し，所得と
ともに生活水準が向上した時期である［
　		
］。
　また新しい動きとして，自動車の普及という
交通面での大きな変化があった。年に発表
されたブキャナン報告は，都市の自動車交通が
居住環境に及ぼす影響についてまとめられたも
のであり，都市へのアクセシビリティと居住
的・歴史的アメニティとの衝突を強調した。そ
の中でブキャナンは歴史的都市における交通計
画に言及し，自動車の利用に規制をかけること
を提案している。また交通という観点からの都
市計画として，居住環境地区とそれを支える体
系的な道路網の実現を主張した［岸井　
	
］。つまり幹線道路網を整備する
一方で居住地域では交通に歯止めをかけ，自動
車社会を前提としながら住環境との調和を図る
という構図である。これを受けてイギリス考古
学協会（	


）は歴
史的都市では個々の建築物だけではなく地区
（街路）もその都市の不可欠な要素であるとし
て保全を訴え，リストを作成した［バーク
］。建築物（点）の保存に加えて，
地区（面）を保全することによって居住環境を
保護するという空間的な考えが，この時期に広
まっていったのである。
　地区としての保全を制度として取り入れたの
が年の都市アメニティ法（	

）であるが，その成立に向けての動きはす
でに年代から始まっていた。中でも大きな
影響を与えたのが，シビック・トラストの存在
である。シビック・トラストは年にダンカ
ン・サンズにより設立された市民の非営利組織
である。サンズは年から年まで住宅・
地方政府大臣（	
		
）を務め，住宅問題に取り組む一方
で歴史的建造物や都市デザインに強い関心を抱
いていた。年にシビック・トラストを設立
すると，自らその会長に就任し，地域トラスト
と地域スキームにより都市環境を保全・改善す
ることを目指した。
　活動内容としては，まず自らパイロット計画
を手がけたりレポートを発行することによっ
て，都市計画や建築の重要な問題に焦点を当て
ることが挙げられる。地域の協力の下での街路
の改善など，行政主導ではなく地域住民による
住環境の整備を提案し成果を収めた。また地域
アメニティ団体を登録制度により組織化して，
情報や技術を提供し活動を支援した。人々の間
で環境改善について関心が高まるにつれ，地域
団体も増加しており，トラストは全国にこうし
た運動を広めることに貢献したのである。さら
にシビック・トラスト賞を創設し，優れたプロ
ジェクトを推奨した［シビック・トラストにつ
い て は，西 村　	

］。
　サンズとシビック・トラストが成立に尽力し
た都市アメニティ法では，はじめて保全地区と
イギリスにおける都市景観保護の法的考察
いう面的な保護制度が導入された。個別の建築
物の価値を超え，地域環境や都市景観の視点が
取り入れられたのである。
２－２．保全地区制度
　都市アメニティ法は年にサンズによって
国会に提出され，翌年成立した。この法律の中
心となる保全地区制度とは，個々の建築物だけ
ではなく指定された地区全体を保存する制度で
ある。全ての地方計画当局に「建築的・歴史的
に特に価値があり，その性格や外観を保存した
り価値を高めることが望ましい地域」（保全地
区）を指定する権限が与えられる。保全地区に
指定されると地区内の建築物は登録建築物であ
るか否かに関わらず特別な注意が払われ，開発
について地方計画当局の許可を受けなければな
らないとされた。しかし具体的な手続きや地区
内での規制内容は規定されておらず，単に保全
地区という制度の説明のみであった［	
　			
	］。
　建築物の保護についてはすでに，都市農村計
画法の下で開発許可制度と登録建築物制度が存
在する。開発許可制度はその許可の判断におい
て計画当局に広範な裁量を認めており，様々な
観点から決定されている。しかしその基準は開
発規制のものであり，建築的・歴史的価値と
いった特別な保護を要する場合には不十分で
あった。また建築物の取壊しが開発の定義に該
当するかという問題については，制度が導入さ
れた当初は該当しないという見解が採られてお
り，その後も年に高等法院の最終的判断Ω
が確定するまで争いがあった［	
	
］。一方で登録建築物制度はリストに登録さ
れなければ保存対象とならず，面的な保護を図
れないという不都合がある。つまり保全地区制
度は，開発許可制度と登録建築物制度の隙間を
埋めるものだといえるだろう。
　都市アメニティ法はその後年都市農村計
画法に吸収され，さらに年都市農村計画法
（統合法）に引き継がれた。年法は従来の
開発計画に代えて，上位計画であるストラク
チャープランと詳細な技術的問題を内容とする
ローカルプランの２段階による新しい仕組みを
導入し，政策の大きな変更を行なった法律であ
る。その背景には年から続いているシステ
ムでは状況の変化に対応できなくなったという
事情がある。年に提出された報告書（
	
）では，人口や交通
量の変化に対応しきれないこと，緊急の課題や
詳細な計画について適切に策定できないこと，
開発許可の手続きに時間がかかりすぎることな
どが挙げられている。
　年法では建築的・歴史的に特に価値のあ
る建築物について第５章に規定があり，保存命
令と２ヶ月の取壊し予告期間を廃止し，代わり
に登録建築物同意（	


）が
導入された。これによりリストに登録された建
築物の取壊しや増築には，地方計画当局の特別
な同意が必要となった。また所有者は同意が得
られない一定の場合に建築物の買取を請求する
ことができ，当局は建築物が適正に保存されて
いない場合に強制収用することができるとされ
た［山口　バーク　ヒープ
］。
２－３．グループ・バリュー
　都市アメニティ法で実現した面的な保護の導
入には，グループ・バリューという概念が大き


く関わっている。グループ・バリューとは，あ
るグループ（建築物群）に属することによる価
値を個々の建築物の価値に含める考え方であ
る。年法で設置された歴史的建造物協議会
は年の年次報告書において，建築物群の存
在と重要性を指摘し，グループ・バリューとい
う概念を提言した［西村］。年
にセント・パンクラスのダウティ通りに面する
戸の住宅に出された保存命令では，別々の存
在というよりもグループの一部としての価値を
持つ建築物群の維持が重要であると示された。
これは協議会によるグループ・バリューについ
ての主張を大臣が支持したものである。しかし
年にウィンポール通り，デヴォンシャー通
り，ハーリー通りについてロンドン市議会が作
成した戸の住宅への保存命令は，大臣の承
認を受けることができなかった。大臣はこの地
域が固有の性格や建築的統一性を有することを
認めながらも，これらの建築物がもはや住宅に
も職場にも適さないことから，多数の保存を正
当化するのに十分とは考えなかったのである。
このようにこの時期はグループ・バリューにつ
いての概念がまだ曖昧であり，システムとして
は成立していなかった［	
	］。
　保全地区はまさにこのグループ・バリューを
制度化したものであるが，その概念を公的に認
める判断を下し，制度化を後押ししたのが以下
の判例である。
	
	
	
	
		
［］
（）
　この判例は，ロンドンのセント・ジェーム
ズ・スクエアの２つの隣接した住宅（以下，本
件住宅）を所有するイーバー伯が，これらの住
宅の変更や取壊しがスクエアにとって損害にな
るという理由で，建築物保存命令が出されたこ
とに対して訴えた事案である。グループに属す
ることによる価値を，建築物の価値として認め
るか否かが争点となった。
　イーバー伯はスクエアの北西コーナーに位置
する２つの住宅を所有している。１つは年
にアダム兄弟によってデザインされた建築物
で，もう１つは年にトーマス・キュービッ
トによって建てられたものである。年７月
日，ロンドン市議会は本件住宅に対し，その
変更や取壊しがスクエアの性格の保全にとって
有害であるという理由から，年都市農村計
画法に基づき保存命令を作成したæ。イーバー
伯はこの２つの住宅が現在の状況に適していな
いことから取り壊してオフィスビルを建設しよ
うと計画しており，この命令に反対した。同年
９月日，イーバー伯の管財人は申立人として
大臣に訴訟を提起した。これを受けて翌年１月
日に住宅・地方政府大臣の検査官が調査を実
施し，どちらの住宅も保存命令を出すほどの建
築的・歴史的に特に価値を有するものとはいえ
ないとの報告を提出した。報告書の中で検査官
は，スクエア全体に比べたら北西コーナーは２
つの住宅と親密な関係にあり，取壊しに大きな
影響を受けるが，その近隣の並びについては対
称ではないし物質的・形状的に類似しているわ
けでもないとした。またアダム兄弟の住宅はそ
の最も優れた作品とはいえず保存命令を出すだ
けのメリットがないし，キュービットの作品に
ついても優れてはいるが，保存命令の正当性に
関しては外観という建築的価値は考慮に入れら
れないとして，保存命令に否定的な意見を述べ
イギリスにおける都市景観保護の法的考察
た。
　しかし大臣は年月日，検査官の見解
に反し，建築物保存命令に承認したことを申立
人に通知した。そして年の審判所および調
査に関する法律（	

	
）
の規定に従い，その決定についての大臣の意見
書を提出した。意見書では検査官の見解に反対
した理由として，本件住宅がロンドンの最も有
名な歴史的スクエアの１つにおける，最も損害
の少ないコーナーに位置しており，世紀末か
ら世紀初頭の頃のスクエアの一般的な外観を
表す連続的な外面の一部を成していると説明す
る。そのためこの部分は可能な限り保存される
べきであり，取り壊すことは深刻な損害になる
と判断し，本件住宅が相当の建築的・歴史的価
値を有することから建築物保存命令に承認した
と結論づけた。
　申立人はこの大臣の決定を破棄するよう訴え
たが，年６月日に却下された。そのため
同年８月日，控訴院（		
）に提
訴した。その上訴理由は以下の通りである。
①大臣は権限を逸脱しており，それを申立人が
証明しなければならないのは不当である。　
②建築物が年法所定の建築的・歴史的な価
値を有しているかの判断においては，厳密にそ
の価値のみを考慮しなければならない。
③それにもかかわらず，本件保存命令は近隣建
築物との関係を理由にしている。
④年法には，他の建築物との関係において
その価値を判断する旨の規定はない。
⑤隣接する建築物に及ぼす影響の判断は，その
建築物が建築的・歴史的に特に価値を有するか
どうかの問題である。
⑥よって大臣が，北西コーナーが本件住宅の取
壊しで損害を受けるという関連のない問題を考
慮して，近隣建築物が本件住宅の価値に影響を
与えたとした判断は不当である。
　大臣側の弁護士は以下のように主張した。
①年法の規定は，建築物の特別な価値につ
いて大臣の考えを要求しているのであり，特別
な建築的・歴史的なメリットについてではな
い。メリットとは客観的な基準を満たさなけれ
ばならないものであるが，検査官はこのメリッ
トと価値の区別を見落としていたのであり，そ
れゆえ保存命令を出すだけのメリットが備わっ
ていないと結論づけたのである。
②都市農村計画法の目的とは，近隣アメニティ
を考慮した上で土地利用をコントロールするこ
とであり，建築物保存もそのための規定であ
る。建築物の価値とはそれが位置する場所に由
来するものである。住宅はある環境の中で，そ
の環境を考慮してデザインされている。単体と
して建築物の価値を評価することは適切ではな
い。
③ある建築物が連続する外観からその価値を有
しているか否かを判断する場合，大臣は２つの
タイプを考慮する。１つは全体的な外観がもと
もと統一的にデザインされているタイプであ
り，もう１つは統一的にデザインされていない
建築物群が，スタイルやスケール，材料の面で
連続していたり対照的であることから，共通の
価値を有しているタイプである。この事例は後
者に該当し，建築物のデザインは様々である
が，世紀末から世紀初頭にかけての様式に
より連続性や共通の要素を備えており，全体と
しての特別な価値を有している。そのため１つ
１つの建築物も，グループの中の位置づけから
生じる価値を分け与えられているのである。


　判決は３人の裁判官によって行なわれた。
［デニング記録長官の判断］　大臣が保存命令を
承認したのは，本件住宅自体が建築的・歴史的
に特に価値を有しているからではなく，それら
が北西コーナーのグループに属しているからで
ある。こうした解釈について，建築物をそれ自
体ではなくグループの一部として考慮すること
の正当性が法的論点として立てられる。この論
点については，建築物それ自体に価値が認めら
れるものもあるが，それだけではなく他の建築
物との関係において価値を有する場合もあり，
それに従って保存命令を出すこともできると判
断する。よって大臣の判断は不当ではなく，訴
えを却下する。
［ドノヴァン裁判官の判断］　デニング記録長官
の意見に同意する。建築物の特別な価値がその
位置している環境から与えられたものだと判断
しても，誤りではない。この事案の問題点は大
臣の見解である。大臣ははじめ本件住宅の環境
を取り上げ，それからスクエアの一部の保全に
言及し，そしてもし本件住宅が取り壊されたら
深刻な損害になるという見解をとった。この時
点では，本件住宅がそれ自体で建築的・歴史的
に特に価値を有するかどうかは述べられていな
い。しかし大臣は結論段階では，その関係性に
おいて特別な価値を認めると直接判断するので
ある。この結論は単に北西コーナーを保存すべ
きとの見解から導かれたものなのか。それとも
たとえ環境から与えられたものであっても，こ
の２つの建築物はそれ自体が必然的に特別な価
値を有しているといえるのか。総じて後者が妥
当だと考えられる。ただ問題が財産権を侵害す
る場合，また訴訟の可能性がある場合には，さ
らに詳細な大臣の意見書が必要である。
［ラッセル裁判官の判断］　あるグループが建築
的に特に価値を有し，またそのうちの２戸が重
要な部分を占めている場合，この２戸が取り除
かれることはグループの価値に大きな損害を与
えることになるが，これはまさにこの２戸が保
存命令を受けるだけの特別な価値を有している
からである。よってそれぞれの建築物を別個に
調べるべきとする申立人の意見は不適当であ
る。
　この判例の中心的論点は，保存命令にはその
建築物自体の建築的・歴史的価値が必要か，そ
れとも属しているグループの関係性においても
価値を認めることができるか，という点であ
る。そもそも年法に規定されている保存命
令は，個別の建築物を対象に取壊しや変更を抑
制するものであった。徐々に対象基準は拡大さ
れていったが，一方で私有財産という権利があ
るため，一連の制度が常に権限の強化に抑制的
であったのは事実である。
　この判決により，年法で規定された保存
命令がグループ・バリューを考慮する上でも適
用できるという，従来とは異なる見解が明らか
になった。従来の個別価値に加えてグループ・
バリューも認められ，建築物の価値が周囲との
関係性によって影響を受けることが確認され
た。建築物所有者からすると，本来ならば保存
対象とはならないはずが，新たな基準に従い変
更や取壊しが制限される結果，不利益を被るこ
とになる。私有財産権は簡単に侵してよい権利
ではない。しかし建築物の保存という目的を達
成するためには，その置かれた環境も守る必要
があり，そうした現実的な要請からグループ・
バリューが私有財産に優越したのである。
イギリスにおける都市景観保護の法的考察
　こうした価値判断の転換は，まさにこの判例
が取り扱われた時期に起こった動きだといえ
る。この事案に先立って，年に本件住宅を
同じ形に再建する計画について許可を求める申
請が提出されていた。これに対しロンドン市議
会は３年以内に実施するという条件で許可し
た。しかし期間内に工事は行なわれず，年
３月に計画の許可は失効した。イーバー伯の管
財人は同年７月に再び計画申請を提出したが，
議会は考えを変更し今度は却下された。そして
年に保存命令が出されたのである。こうし
た経緯を見ても，地域としての保存について要
求が高まっていたことが分かる。保全地区制度
は建築物の価値について，より発展した見方を
得ることで実現したのであり，この判例はグ
ループ・バリューを保全の判断基準とすること
への一般的根拠となった。
３．その後の動き
３－１．年法
　年法はその後年統合法で廃止され，
再規定された。年法は翌年に修正さ
れ，さらに年都市農村アメニティ法
（	


）で大幅に修
正された。年法の規定では，保全地区が指
定されると，地方計画当局は開発計画と向上計
画（	
	）を作成しなければ
ならない。また保全地区同意（	

	）が導入され，地区内の（登録さ
れていない建築物を含む）全ての建築物の取壊
しについて規制がかけられた。同意の申請が却
下された場合は大臣に訴えることができるほ
か，当局に買取を請求することができる［大久
保	］。
　保全地区の定義としては都市アメニティ法と
変わらないがø，その基準については通達（
	

）での提示がある。そこでは地区の
多様な性格を認めた上で，年法で保全や価
値の向上を目指している対象は，個々の建築物
というよりも地区の性格であるとしている
［	
］。
　年法では登録建築物についても規定があ
り，登録建築物の選択基準について以下の５項
目を定めている。①オリジナルな状態を保って
いる年以前の全ての建築物・②選択は必要
であるが，年から年までに建てられた
大半の建築物・③年から年までに建て
られた一定の質の建築物で，主要な建築家によ
る主要な作品であるもの・④年から年
までに建てられた高い質の建築物・⑤年以
降の特に優れた建築物。また登録する根拠とし
て，その建築物の個別的な価値，歴史的な関連，
社会的な利益，技術革新における価値，都市景
観や田園・産業グループへの貢献を挙げてい
る。
３－２．年法
　古記念物保護に関する法律としては，年
に古記念物および考古学地区に関する法律
（	
		
）が成立し，それまでの一連の制度を
まとめるとともに古記念物の定義や保護の基準
をさらに発展させ，また考古学地区という新し
い概念を導入した。
　年法ではまず記念物（）が定
義される。①地上・地下を問わず，あらゆる建
築物・構造物・作品，そして洞穴または発掘
物・②こうした建築物・構造物・作品・洞穴・


発掘物の遺跡を含むあらゆる敷地・③あらゆる
車両・船・航空機その他の可動構造物あるいは
その一部を含むあらゆる敷地で，①の記念物を
成さないもの。そして④もし取り外されておら
ず分離していないなら，記念物に取り付けられ
ているあらゆる機械装置も記念物の一部にみな
されるとした。敷地や記念物群，さらに記念物
の一部までも含めて定義しているのである。
　登録記念物（	
	）とは目録
に登録された記念物のことで，大臣により作成
される。目録には年法の下で作成された最
後のリストに掲載されている全ての記念物，
年法により通知が出されたあらゆる記念
物，さらに大臣が国家的に重要だと考える記念
物が含まれる。しかし居住者のいる住宅や教会
として利用されている建築物は含まれない。目
録に登録されると取壊しや修繕，増築などの作
業を行なう場合に，大臣から登録建築物同意を
得なければならない。
　古記念物とは，登録建築物および大臣が歴史
的・建築的・伝統的・芸術的・考古学的な理由
で公共的な価値を有すると判断した記念物をい
う。さらに法律で定められていない基準とし
て，残存状態，期間，希少性，脆弱性，多様性，
既存の資料，グループ・バリュー，可能性，が
存在する。また大臣や地方当局が所有・後見す
る登録記念物やその他の古記念物を保護記念物
（	
	
）という。
　年法で新しく導入されたのが考古学地区
（	

）である。
大臣は考古学的に重要な地区に対して指定命令
（	
	）を出すことができ，地方当
局もその管轄内で同様の権限を有する。指定さ
れた土地については，土地を侵害したり注水・
チッピングする者は，地方議会に実施通知
（	
）を出し，実施の内容や要す
る期間などを明記しなければならない。大臣は
調査当局を任命する権限を持ち，調査当局は通
知された地区に立ち入って考古学的・歴史的価
値を調査し，発掘を行なうかどうかを判断す
る。実施通知から４週間以内に発掘する旨を通
知し，調査当局は発掘調査を開始する。期間は
実施通知から６週間目を起算点とした４ヶ月と
２週間で，土地の開発者はその間作業ができ
ず，違反した場合には犯罪となる。考古学地区
は，考古学的価値を事前的・面的に保護する制
度なのである［年法については，
	］。
４．全体を通して
　最後に，古記念物・登録建築物・保全地区制
度に関する法律の流れをまとめる。そして制度
の導入に際してどのような社会の要求があった
のか，またどのような価値観の変化が生じたの
かを順を追って確認する。
　古記念物保護法は当初は主に遺跡を保護する
法律であったが，その成立には教会建築物に対
する美術的・考古学的な保護運動が深く関わっ
ていた。立法過程では私有財産を侵すものだと
する反対が強く，結局対象範囲も権限も非常に
限られたものとなった。ただしその後の修正に
より範囲や権限は拡大されている。この段階で
保護の目的となった価値とは，古記念物が独自
に有する価値のことをいう。
　戦後復興の要請から，戦後の都市計画では土
地利用を国家がコントロールするようになっ
た。登録建築物制度は都市農村計画法の中に位
置づけられ，都市計画の一部として扱われた。
イギリスにおける都市景観保護の法的考察
建築的・歴史的に特に価値のある建築物がリス
トに登録され，開発規制を受けるシステムであ
る。保存の対象となるのは個別の建築物である
が，何を保存するかという価値の判断について
は全体的な都市計画の中で考慮されることに
なった。
　経済成長により人口が増加し交通事情が変化
する中で起こったのが，地区としての面的な保
全である。登録建築物制度はリストに登録され
なければ保存対象にならないため，登録建築物
と非登録建築物が混在している場合に，たとえ
登録建築物が保存されたとしても，地区として
の景観が損なわれるという不都合が生じてい
た。個別の建築物（点）だけではなく地区（面）
という存在も都市の形成には重要であるとの認
識が広まったことで，地区としての保存が求め
られたのである。
　この地区としての保存には，グループ・バ
リューという概念が関わっている。判例では建
築物自体が有する価値のほかに，近隣建築物と
の関係において価値を有する場合があることが
認められた。グループとして保存すべき価値が
あるならば，それに属している個々の建築物に
もグループとしての価値が加えられるという考
え方である。こうした概念の認識が広がること
で，保全地区という新しい制度の裏付けとな
り，導入が進められたのである。
　以上を概観すると，建築物を登録し保護する
という動きは以前からあったものの，それを都
市という空間の中に意識させたのが登録建築物
制度であり，さらに周辺環境と深く関連づけた
のが保全地区制度であるといえる。その背景と
しては，建築物の何を保護するのかという価値
観が変化したことがある。古記念物保護は，不
適切な修復から建築物の本来の姿を守るもので
あった。都市計画は無秩序な開発を抑制し，開
発による利便性とアメニティを両立させるシス
テムである。その中で登録建築物制度は特に価
値のある建築物を開発の波から防護するもので
あるし，保全地区制度はさらに環境としての価
値を重視しアメニティを促進するものであっ
た。
　こうした保護・保存制度の目的は最終的に
は，アメニティや良好な都市景観を形成し，都
市の質を高めることである。しかし効率性・利
便性を追求して都市を発展させるためには，開
発は不可欠である。本論文で取り上げた制度は
都市景観保護という価値と，私有財産の有効活
用という価値の調整の結果なのである。
〔投稿受理日／掲載決定日〕
注
∏　王室の建築物や公的建築物を扱う機関（年
法で説明）
π　年法で登録されたのは，イングランド
件，スコットランド件，アイルランド件，
ウェールズ３件であった。
∫　	
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ª　年から年にかけて，コレラや黄熱病と
いった伝染病が複数流行した。
º　年労働者住宅法，年公衆衛生法，
年ロンドン建築法など
Ω　	



		

	
				［］　　　
	

æ　７月日に年都市農村計画法が成立し，８
月日に実施された。一方でロンドン市議会が保
存命令を作成したのが７月日で，それを大臣が
承認したのが８月日であった。そのため手続き
の面で争いがあったのだが，ここではあえて触れ
ない。
ø　建築的・歴史的に特に価値があり，その性格や


外観を保存したり価値を高めることが望ましい地
域
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